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令和７年１０月３日  
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危 機 管 理 担 当 局 長 

会 計 管 理 者 

水 道 事 業 管 理 者 

教 育 次 長 

行政委員会等事務局長 

 

中 井 副 市 長  

                             （財政局財政課） 

 

令和８年度の予算編成について（依命通達） 

 

本市の財政は、市税や地方交付税を含む一般財源収入総額は伸びてはいるものの、一

方で、社会保障費や人件費の増、物価高騰や金利上昇の影響が懸念される中、インフラ

を始めとする公共施設の老朽化への対応も求められており、引き続き、厳しい財政運営

となることが懸念される。 

また、市債残高については、国によるこれまでの多額の臨時財政対策債の配分や災害

対応などの影響により、本年度末に１兆２，４００億円を超える見込みであり、昨今の

金利の上昇傾向も考慮すると、新たな借入れは引き続き抑制せざるを得ない状況にある。 

 

こうした状況下においても、令和８年度予算編成に当たっては、令和９年度当初予算

が骨格予算となることを踏まえ、必要な新規・拡充事業を確実に盛り込み、「広島市行

政経営改革推進プラン（令和６年度～令和９年度）」及びその部門計画である「財政運

営方針（令和６年度～令和９年度）」に則りつつ、広島市基本構想及び第６次広島市基

本計画に掲げられた「世界に輝く平和のまち」、「国際的に開かれた活力あるまち」、

「文化が息づき豊かな人間性を育むまち」の三つを柱としたまちづくりを着実に進めて

いかなければならない。 

また、「２００万人広島都市圏構想」の実現に向け、将来にわたって活力を維持し、

住み続けてもらえる圏域とするために、本市がこれまで進めてきた「都心の大改造」や

様 
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「都心周辺部の大改造」を始め、「公共交通の充実強化」、「地域コミュニティの活性

化」、「平和文化の振興」など「魅力と活力あるまちづくり」を基盤としながら、転出

超過の抑制と合計特殊出生率の向上に資する対策を強化するとともに、都市部や中山間

地・島しょ部などあらゆる地域で生活する市民がそれぞれのライフスタイルに合わせて

元気に生き生きと活動できる生活環境を創出する必要がある。 

 

そのためには、これまで以上に事業の選択と集中を徹底するとともに、あらゆる財源

確保策を講じ、将来世代の負担にも配慮した持続可能な財政基盤を構築する必要がある。

また、本市が保有するヒト、モノ、カネ、情報といった限られた経営資源を最大限活用

しながら、効果的・効率的に質の高い行政サービスを提供していくという「経営改革」

を全市的に進めることが求められる。 

 

こうした考え方の下、令和８年度予算編成に当たっては、職員一人一人が、「ゼロベ

ース」という観点に立ち、 

① 事務・事業は、住民のニーズに応えるもの、かつ、自助・共助・公助のバランス

が取れたものになっているか 

② 国・県・広島広域都市圏の市町等の関係機関との連携は、十分に図られているか 

③ 事務・事業は、その政策目的の達成に最少の経費で最大の効果をもたらすものに

なっているか 

④ 従来から継続されている事務・事業であっても、デジタル化などにより新しい発

想や手法を取る余地はないか 

⑤ 職員のワーク・ライフ・バランスに十分配慮された業務量になっているか 

 

を常に問い直しつつ、施策の企画・立案を行わなければならない。 

 

令和８年度の予算編成においては、以上述べてきた点を十分に踏まえるとともに、別

紙「令和８年度予算編成要領」も踏まえた上で要求するよう、命により通知する。 
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 別 紙 

令和８年度予算編成要領 

 

 

予算要求に当たっては、以下の事項に十分留意すること。 

 

第１ 総括的事項 

 

１ 物価高騰への対応について 

物価高騰による市民生活や経済活動への影響を十分把握するとともに、国・県の支援

策の動向等も踏まえ、市民や事業者の支援に必要な施策を精査した上で予算要求するこ

と。その際、国・県の財源の積極的な活用に努めること。 

また、国において成長型経済の実現に向けた価格転嫁の徹底等の取組が推進されてい

ることを踏まえ、予算要求に当たっては、物価や労務費等の上昇を適切に反映すること。 

 

２ 新規の事務・事業の要求等に当たっての留意事項 

新規・拡充する事務・事業については、本市の現状に即して、事業の必要性・緊急性、

民間等との連携等について十分検討するとともに、施策目標や将来の財政負担を明確に

した上で予算要求すること。 

その際には、先進事例を積極的に取り入れることとし、そのために必要となる訪問・

調査・研究に取り組むとともに、当該事務・事業の終期設定や既存の事務・事業の見直

しなどにより、財源の確保に十分努めること。 

また、人件費もコストであることを十分に認識するとともに、職員の健康管理やワー

ク・ライフ・バランスの観点から、原則となる時間外勤務の上限を定めていることを踏

まえ、職員の業務量が過度なものとならないよう配慮すること。 

 

３ 事務・事業の見直しと経営改革の推進 

⑴ 全庁的な「選択と集中」による政策の重点化・効率化を図っていくため、大規模プ

ロジェクトや事務・事業の執行体制も含め、全ての事務・事業について、他都市の取

組事例も参考にしながら、次の視点から見直しを行うこと。 

・ 事業目的に照らした事業の妥当性・必要性 

・ 事業手法の有効性・効率性 

・ 事業に対する市の関与のあり方 

⑵ また、⑴の見直しに当たっては、市民生活への影響も考慮し、必要な代替策、激変

緩和策など、所要の措置を講じることを検討すること。 

⑶ さらに、経営改革の推進に当たり、具体的な方向性等が固まった取組については、

スピード感を持って着実に実施できるよう、必要となる経費を予算要求に反映させる

こと。 

⑷ 上記の考え方に基づき、経常的経費については、各局が事務・事業の見直しや縮減

に取り組み、自らのイニシアチブで「選択と集中」を行う観点から、一部の経費を除

き予算編成の目標（物価上昇率＋３％、事務・事業見直し▲３％の対前年度±０％）

内で自主的に予算を編成すること。 
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４ 「地方創生」に向けた取組の推進 

「２００万人広島都市圏構想」の実現に向け、生産年齢人口が減少する中でも地域経

済が持続的に成長していけるよう、転出超過の抑制と合計特殊出生率の向上に資する

「地域総出のまちづくり」の取組について充実強化を図り、広島広域都市圏全体に展開

させるとともに、圏域全体の経済成長のけん引や高次都市機能の集積・強化、圏域内の

諸課題への対応をより効果的・効率的にするために必要となる事務・事業について、積

極的な企画立案に努めること。 

その際には、民間資金やノウハウの活用、市民等との協働、県や広島広域都市圏内市

町との連携、本市の他施策との連携を検討するとともに、新しい地方経済・生活環境創

生交付金（第２世代交付金）や「企業版ふるさと納税」制度を積極的に活用すること。 

なお、近隣市町との連携による事務・事業については、近隣市町と事前に十分な調整

を行うこと。 

 

５ ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 

「広島市デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」に基づき、「受動

型」のサービス提供から「能動型」のサービス提供へと転換し、市民生活の利便性向上

などを図っていくこととしている。 

新規事業の企画立案や既存事業の見直しに当たっては、情報を迅速かつ的確に収集・

分析できる技術を有効活用し、制度や組織のあり方等を変革するＤＸの推進を積極的に

検討すること。 

その際には、最適なデジタル技術の導入や横串連携の観点から、行政経営部や関係部

局と事前に十分な協議を行うこと。 

 

６ 地球温暖化対策の推進 

本市として、２０５０年までの温室効果ガス排出量実質ゼロの実現を目指し、「広島

市地球温暖化対策実行計画」を踏まえ、市民、事業者等と危機意識を共有し一体となっ

て地球温暖化対策を進めることとしており、脱炭素社会の構築に向け、省エネルギー対

策の推進や再生可能エネルギーの導入促進等の取組を加速していく必要がある。 

事業の企画立案や予算要求に際しては、費用対効果を考慮しつつ脱炭素社会の構築に

資するものとなるよう創意工夫を凝らすとともに、市民や事業者の自主的な取組を促す

ものとなるよう積極的に検討すること。 

 

７ 各局単位を超えた全庁的な取組 

多様化する行政需要に的確に対応するため、必要に応じその課題解決を主導すべき主

管課が中心となって行政内部の横串の連携により、部局の垣根を超えた横断的な施策の

立案に取り組むこと。 

その際には、「部分最適」のみならず、市の施策を俯瞰し、「全体最適」も追求する

という発想に立つとともに、一つの対応策により多面的な成果を上げる「一石三鳥」を

可能とするような、生産性の向上を図ること。 

また、事前に十分な調整を行い、事業の重複や競合が生じないようにすること。 

 

８ 関係機関との連携と適切な負担割合の設定 

⑴ 施策の展開に当たっては、国・県・広島広域都市圏の市町等の関係機関や民間団体

と十分連携すること。 
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⑵ 連携事業については、財政課等関係部局と事前協議の上、当該事業に係る本市の担

うべき役割や受益に応じた適切な負担割合とすること。 

⑶ 広島県と本市が、それぞれ実施している類似の行政サービスについて、互いの連携

や役割分担を見直す際には、県民・市民の利便性の向上や県・市の施策の整合を図る

とともに、県・市を合わせた費用対効果の改善に留意して検討を進めること。 

 

９ 地域団体等との連携や民間活力の活用 

⑴ 公共サービスの提供に当たっては、市民や地域団体、企業等の主体的な取組を念頭

に置き、自助・共助と、公助のバランスを取ること。 

また、その際には、これまでの「行政主導型」ではなく、地域課題の情報提供やま

ちづくりに関する提言を受けながら、行政、市民、地域団体、企業等が協働して市民の

生活課題を解決する「市民・行政協働型」のサービスの実現を目指していくことが求め

られることから、施策の企画立案に当たっては、地方自治法及び条例に基づく指定地域

共同活動団体である「ひろしまＬＭＯ」をはじめとする地域団体等との連携をこれまで

以上に密にすること。 

⑵ 民間のノウハウ等の有効活用による、市民サービスの向上、経済的効果、経費節減

などの観点に立って、ＰＦＩ等の事業手法や外部委託、指定管理者制度の活用などを

積極的に検討すること。 

なお、委託先や指定管理者が公益的法人等となっているものについても、民間への

委託替えや公募化等が効果的と考えられる場合は、同様の観点に立って積極的に検討す

ること。 

 

10 議会、監査等の指摘への対応 

議会の審議、包括外部監査や監査委員監査等を通じて、これまでに指摘を受け、対応

が必要な事項については、問題を解消するための措置を予算要求に反映するなど、的確

に対応すること。 

 

 

第２ 歳入に関する事項 

 

１ 市債発行の抑制 

⑴ 市債については、財政運営方針において、臨時財政対策債の残高及び減債基金積立

累計額を除いた市債残高を令和９年度末時点で令和５年度末の残高よりも減少させる

目標を掲げている。また、本市の実質公債費比率、将来負担比率が政令指定都市の中

で極めて高水準である上、昨今の金利の上昇傾向に伴う公債費負担の増加が懸念され

る。こうしたことを踏まえ、事業計画の見直しやコスト縮減などを図り、その発行抑

制に努めること。 

⑵ また、市債を財源とする場合には、将来の財政負担が軽減されるよう、償還等に当

たって地方交付税が措置される有利なものを活用すること。 

 

２ 収納率の向上対策  

市税、介護保険料、国民健康保険料、保育料、住宅使用料については、「広島市行政

経営改革推進プラン」に定めた目標を達成できるよう、口座振替やキャッシュレス決済

の利用促進、悪質滞納者に対する滞納整理の強化など、収入の確保及び収納率向上に向
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けた取組を更に強化すること。 

 

３ 受益者負担の適正化等 

⑴ 施設の管理運営や事務の簡素・効率化等徹底した経費の節減や利用促進に努めても

なお、管理運営費等のコストを回収できていない使用料や手数料については、住民負

担の公平性の確保と受益者負担の原則に立って、その適正化に努めること。なお、適

正化に当たっては、国の補助制度等において前提とされている受益者負担額、社会経

済情勢の変化、他都市・民間との均衡なども考慮し、市民の立場に立ったサービスの

改善・向上を併せて図ること。 

⑵ 受益が特定され、個別的なサービスでありながら無料となっている公共サービスの

有料化について検討すること。 

⑶ 広島広域都市圏地域共通ポイント（としポ）の活用を図る観点から、同ポイントで

使用料や手数料が支払える仕組み等の導入を検討すること。 

 

４ 未利用地等の売却促進及び有効活用 

⑴ 未利用地・未利用建物については、財源確保の観点から、「未利用市有地貸付実施

要領」等を踏まえ、積極的な売却・貸付けに努めること。また、売却までの間におい

ても、一時貸付けや定期借地権の設定等による有効活用を図ること。 

⑵ 売却等に当たって課題を有する未利用地等については、課題整理、対応策の検討な

どを行い、売却等を促進すること。 

⑶ 事業予定地のうち、長期間にわたり事業に供されていない土地にあっては、売却も

含め今後のあり方を抜本的に見直し、財政局への移管を進めること。また、本来の目

的に供するまでの間は、事業実施に支障のない範囲で、財産管理上の適切な手続を行

った上で最大限の有効活用に努めること。 

 

５ 国・県の財政支援制度の積極的活用 

⑴ 事務・事業の実施に当たっては、既存の国・県の予算や制度を活用できるよう事業

展開を工夫するなど、国・県の財政支援制度を積極的に活用すること。このため、

国・県の予算編成、法律・制度改正の動向を的確に把握するとともに、本市の事業の

必要性や有効性に関し、国・県の納得度を高めるとともに、相手方の指摘に的確にこ

たえるための対応を用意周到に行うことなどにより、その確保に努めること。また、

必要に応じて国・県に制度の創設や見直しを求めること。 

⑵ 特に、国・県支出金の合理的な理由のない削減等については、市民に広く情報を公

開し、その支持を得ながら、あらゆる機会を捉えて要望等を行い、事務・事業の実施

に必要な財源の確保に努めること。 

 

６ 新たな財源の積極的確保 

⑴ 新たな事業を展開しようとする場合は、あらゆる財源確保策を検討すること。 

⑵ 「ふるさと納税」や「企業版ふるさと納税」については、これまで以上に取組を強

化することとしているため、寄附金の積極的な確保に努めること。また、その際、本

市の魅力のアピール、地域の活性化、平和の心の共有等につなげるよう検討すること。 

⑶ 本市の印刷物や刊行物、ホームページ、公共施設等を活用し、行政目的を損なわな

い範囲での広告掲載や命名権設定などが可能なものについては、積極的に導入を図り、

財源の確保に努めること。 
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⑷ 事業の実施に伴い発生するエネルギーを活用した売電など、本市が所有する資源等

を生かした新たな財源確保策について、積極的に検討すること。 

 

 

第３ 歳出に関する事項 

 

１ 公共事業の見直し 

⑴ 財政運営方針の目標として市債残高の抑制を掲げており、新規の市債発行を伴う公

共事業については、長期的な視点に立って必要に応じ事業計画を見直すこと。 

⑵ 計画の作成や事業費の積算に当たっては、民間活力を最大限活用することなどによ

り、各年度の財政負担を抑制するとともに、事業の着手時あるいは実施中途で追加の

財政負担が生じる事案が発生していることから、追加が必要となる財政負担の内容に

ついては、厳密な検討を行うこと。 

⑶ 計画策定から長期間経過し、未着手となっている事業などは、事業の再評価を行い、

事業の中止を検討するなど、抜本的な見直しを行うこと。 

 

２ 公共工事のコスト縮減等 

⑴ 公共事業の実施に当たっては、計画の早い段階から新技術・新工法を積極的に活用

するなど、事業の構想・設計段階から工事・維持管理までの全ての段階において、コ

スト縮減に努めること。 

⑵ 事業計画について事前に十分検討し、適正な工期を設定するとともに、施工時期の

平準化を考慮すること。また、工事の着手時期を踏まえ、年度内に工事が完了しない

と見込まれる場合には債務負担行為を設定すること。 

 

３ 公共施設の整備等に係る留意事項 

⑴ 老朽化・狭あい化による施設の更新や新たなサービス需要の発生等により施設の新

設を検討する際には、まず、既存施設等の有効活用により対応することを検討するこ

と。 

⑵ 施設の更新や新設を行う場合には、「広島市公共施設等総合管理計画」を踏まえ、

機能・サービスの見直しや施設数・規模の適正化、近隣の施設との複合・集約化等を

検討するとともに、建設費と管理運営費を合わせたトータルコストが市民の受益に見

合うものかどうかを十分吟味すること。 

⑶ 防災・減災のまちづくりを一層推進するため、公共施設等の耐震化を着実に進める

こと。また、障害者差別解消法を踏まえ、公共施設のバリアフリー化を計画的に進め

ること。 

⑷ 道路・橋りょう等のインフラ資産については、それぞれの点検要領や長寿命化（更

新）計画に基づき、市民の安全確保とともに、効果的・効率的な維持保全に努めるこ

と。また、ハコモノ資産についても同様の視点をもって取り組むこと。 

 

４ 用地取得に当たっての留意事項 

⑴ 施設の建設等で新たに用地を必要とする場合は、土地の利用計画や事業スケジュー

ルを考慮しながら、まず現在保有している未利用地等の活用を検討すること。 

⑵ その上で用地取得が必要な場合には、事前に建設予定地の調査を十分行い、地価の

動向や取得の見通し等を勘案し、適正な価格・規模で予算要求すること。 



－ 6 － 

⑶ 事業の性格や経費効果を考慮しながら、必要に応じ、定期借地等の借上げ方式によ

る用地確保の方策についても検討すること。 

 

５ 公共施設における維持管理経費の合理化と利用促進 

⑴ 各種公共施設の管理運営費については、引き続き徹底した合理化に努めること。 

⑵ 新設に伴う経費については、既存の事務・事業の見直しにより対応することを原則

とすること。 

⑶ 「広島市環境マネジメントシステム」に基づいて、資源・エネルギーを効率的に利

用するため、光熱水費や消耗品費等のより一層の節減を図るとともに、照明や空調設

備等を更新する際には、リース方式やＥＳＣＯ事業の活用も視野に入れ、費用対効果

を見極めつつ、省エネ効果の高いものを選択するなど、環境負荷の低減やコスト縮減

に努めること。また、太陽光発電設備等の導入やＺＥＢ化などについても積極的に検

討すること。 

⑷ 施設の維持保全については、「市有建築物の維持保全ガイドライン」に基づき、適

切な点検の実施により建物部位・設備の老朽化を見越した上で、予防的に修繕や改修

等を行うことにより、維持保全費用の抑制につなげること。 

⑸ 財政局契約部が労務単価や諸経費率などを示している業務の委託料の積算に当たっ

ては、当該労務単価等を遵守し、適正に見積りを行うよう、厳に留意すること。 

⑹ 公共施設の用地として民有地を賃借する場合においては、「借上土地の借上料算定

基準」により算定した額の範囲内で行うこと。契約借上額がこの基準により算定した

額を上回る場合には、鋭意引下げ交渉を行い、その是正に努めること。 

⑺ 指定管理者制度を導入している施設については、指定管理者とも連携して、利用実

態を踏まえた的確なＰＲ等を行うなど、公共施設の一層の利用促進を図ること。また、

十分な利用が図られていない施設については、指定管理者に対して利用促進に向けた

適切な指導を行うとともに、多目的な活用や他の施設への転用、施設の廃止も含めた

抜本的な対策を検討すること。 

 

６ 情報システムの導入等に係る経費の削減・適正化 

情報システムの導入等に当たっては、単に既存のアナログ的な作業をシステムに置き

換えるという発想ではなく、デジタルを前提とした業務スキームの変革を検討するとと

もに、ＰＭＯと十分協議の上、ハードウェア費用、ソフトウェア費用、システム構築・

運用費用（人件費等）の厳格な精査、事業者との複数年一括契約の締結、最新技術・サ

ービスの活用など、その経費の削減・適正化に向けてあらゆる可能性を検討すること。 

 

７ 社会保障費の増加の抑制等 

⑴ 社会保障費については、自助・共助・公助を適切に組み合わせることを基本とすべ

きであるということを踏まえつつ、市民生活の安定に配慮するとともに、制度の持続

可能性や世代間の負担の公平性を考慮しながら、健康づくりや健診受診率の向上、介

護予防等の取組により医療費や介護費用の増加を抑制するなど、今後の費用増加の抑

制を検討すること。 

⑵ また、国の制度に基づく事業等については、制度見直しの動向に十分注意を払い、

遺漏なく適切に対応すること。 
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８ 補助金、負担金の整理合理化等 

⑴ 補助金、負担金については、令和５年度包括外部監査の結果を踏まえ、事業効果の

検証を適切に実施すること。その際、行政の責任の範囲を明確にするとともに、過去

の慣例等にとらわれることなく、事業開始時からの社会経済情勢の変化や事業効果等

の観点から、徹底した見直しを行うこと。また、必要性の薄れたものや長期間継続し

ても効果があがっていないものについては、原則として廃止すること。 

⑵ 開催地負担金等の会議費、大会費等については、合理的な範囲とすること。また、

開催者に対してもそのことを要請すること。 

 

９ イベント等の見直し 

⑴ 定例的なイベント（大会、キャンペーン等）・啓発事業・記念事業等については、

慣例的な予算要求をすることなく、原点に立ち戻り、事業ごとに開催意義・目的・頻

度・実施方法・効果を改めて検証すること。また、ノベルティグッズの配布などイン

センティブの付与が必要な場合は、広島広域都市圏地域共通ポイント（としポ）の発

行への切替えを検討すること。 

⑵ 企業からの協賛金や広告収入をはじめとする財源確保について、積極的に取り組む

こと。 

⑶ 開館記念式等については、合理的な範囲で行うとともに、原則として記念品の配布

はしないこと。 

 

10 計画策定・調査等業務の事前調整等 

⑴ 効果的・効率的な事業展開を図るため、担当部局が策定した部門計画に従って事業

化するというこれまでのやり方を、関連部局との共通課題を見据えて確定した中長期

的でかつ実践的な方針の下、逐年事業化するというやり方に変えることを検討するこ

と。 

⑵ 調査等の業務については、既存の成果物の活用や共同実施などにより効率化が図れ

るものはないかなどをチェックした上で、真に必要なものに限り委託すること。 

⑶ 具体的な事業実施の見通しがない事業計画については、その関連予算の要求を見送

ること。 

 

11 旅費・食糧費・消耗品費等の内部管理経費の節減 

⑴ 旅費を要する会議等について、必要性が薄れているものは廃止するとともに、ＷＥ

Ｂ会議等の積極的な導入に努めること。また、廃止できないものについても出席者を

合理的な範囲とするなど見直しに努めるとともに、視察・研修の機会として有効に活

用すること。 

⑵ 海外派遣（市民を対象とするものも含む）・出張については、合理的な範囲とする

とともに、視察・研修の機会として有効に活用すること。 

⑶ 食糧費については、個々の必要性を十分吟味し、社会的批判を招くことのないよう

節度をもった内容とするなど、その節減に努めること。 

⑷ 消耗品費等の内部管理経費については、ペーパーレス化などの業務プロセスのデジ

タル化や簡素化、振替物品の活用などにより、徹底した節減に努めること。また、購

入、レンタル、リース等の方法を比較衡量し、同等の品質が得られる場合には最も安

価な方法を採用すること。 

 



－ 8 － 

第４ 企業会計、公益的法人等に関する事項 

企業会計、公益的法人等については、上記の事項を遵守するとともに、特に、以下に掲

げる事項に留意すること。 

 

１ 企業会計等における独立採算制の原則の徹底 

⑴ 企業会計や企業的性格を有する事業については、物価が高騰する中にあっても経営

の健全化を図るため、将来にわたる的確な収支見通しの下に、新たな財源確保策を検

討するとともに、従来にも増して、徹底した経費の節減、ＤＸなどを通じた業務の合

理化・効率化などに努めること。 

⑵ 一般会計からの繰入金は最小限にとどめるとともに、現在、一般会計から貸付けを

受けている資金についても早期に返済できるよう経営の一層の効率化を図るなど、独

立採算制の原則及び健全経営の確保に努めること。 

 

２ 公益的法人等における事業の再点検 

⑴ 公益的法人等については、社会経済情勢の変化を踏まえた上で、市からの委託事業

や補助事業について、そのあり方を含め再点検すること。 

⑵ 公益的法人等の自主事業の実施に当たっては、経営改革の視点を持って事業の再点

検を行うとともに、自主財源を積極的に確保するよう指導すること。 


